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大陸棚に関すろ国際法委員会最終報告

桑 原 輝 路
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国連国際法委員会の第八会期は,1956年4月23日 か ら7月4日 まで,ジ ュネ

ー ヴの国 連 ヨ'一'ロッパ事 務局 に おい て,GilbertoAmado(ブ ラ ジル),Douglas

L.Edmonds(ア メ リカ),GeraldFitzmauriee(イ ギ リス),J.P.A.Frangois

(オ ラ ンダ),EV.GarciaAmador(キ ュP・バ),ShuhsiHsu(申 国),el。

Khouri(シ リア),S.B.Krylov(ソ 連),L.Padi11a-Nervo(メ キ シ コ),

RadhabinodPa1(イ ン ド),CarlosSalamanca(ボ リヴィア),A.E.F.Sandstr6m

〈ス ウ=・一一・デ ン),GeorgesSoelle(フ ランス),JeanSpiropoulos(ギ リシ ヤ),

JaroslavZourek(チ=コ ス ロ ヴ ァキ ア)の 委 員 の 出 席,議 長F.V.Garcia

Amadorの もとに開催 され た 。

第 八 会 期 報 告 には第二章 に海法(lawofthe9・ea)に 関 す る委 員 会 の最 終 報

告 が 含 ま れ てい る。 海法に関す る最終報告は,領 海 と公 海 の二 つ の部 に分 れ,

公 海 の部 は さ らに,(1)公 海 の一 般 制 度,{2)接 続水 域,{3}大 陸 棚,の 三 つ の部 分

に分 れ て い る(総 会決 議899(IX)に よ り,委 員会 が採 決 した公 海,領 海,大 陸

棚,接 続水 域 及 び海 の生 物 資 源 の 保存 に関す るすべての規則の体系 化が要求 さ

れてい る)。 ここで は第 三項 大 陸 棚 に関 す る委員会報告だけを とりあげ る。

国際法委員会はその第三会期(1951)年 にお いて,特 別 報 告者 フ ラン ソ ワの第

二 報 告 を基礎 に して,大 陸棚 及 び関連 問題 す な わ ち 海 の 資 源 の保存,定 着 漁

場,接 続水 域 の諸 問題 を討議 し,そ れ らにつ い て の条 交 案 を作 成 した。そ して

この条文案に関す る諸国政府 の意見 を求 めた。

次 に大陸棚 の問題が討議 されたのは第五会期(1953)年 に お いて で あ る。 同

会期 にお い て委員会は,十 八 力国 の 政府 よ り寄 ぜ られ た意 見 を参照 し,か つ 特

別 報 告者 の 第 四報 告 を基礎 に して,(1汰 陸棚(2惰 の漁 業資 源 〔3膿続 水 域
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の三問題を審議 し,そ れ らに関す る改正条文案を作成 した。

第八会期(1956年)に おいて委員会は,こ の1953年 案を再検討したのち最終

報告を採決 した。

第八会期における海法に関する委員会の最終報告は,1954年12月14日 の第九

国連総会における決議899号(IX)で 要求 されてい るところのものである。そ

れよ りまえ1953年 第八国連総会のとき,総 会及び第六委員会は海に関する諸問

題 はすべて密接に関連にあるものであるか ら,海 に関す るすべての問題が国際

法委員会によつて研究 しつ くされ,そ れについて総会に報告されない限 り,総

会は公海制度あるいは領海制度のいかなる面 をも検討しない旨の決議(1953年

12月7日 の決議798号)を 行つていた。ところが国際法委員会の研究は予想以

上 に長び く気配をみせ,特 に領海に関 して満足な一致を得ることの不可能性が

予見されるに及んで,関 連問題 とくに大陸棚の問題 を窮境におとしいれること

になつた。 そこで第九国連総会において若干の有力な海国,と くにアメ リカと

イギ リスは大陸棚に関す る委員会案を承認 させることを急 がせ たよ うで あつ

た。 同案は幾多の欠陥を有 してい るにもかかわ らず,彼 等の主張を原則的に承

認しているところの ものであつた。 その結果第六委員会への共同決議案(ア メ

リカ,イ ギ リス,ベ ルギー,オ ランダ,中 国,ニ ュージーラン ド)の 提出とな

つた。 同共同決議案には公海制度及び領海制度 との関連における大陸棚の問題

の検討は遅滞なく行われねばな らぬ と述べ られてお り,こ の問題 は1955年 の会

期 日程 に記入されること,そ して国際法委員会はその事業を継続し,で きるだ

け早 くそれを完了することを共同決議案署名国は要求 してい る。それに対 しこ

の案に反対 の第六委員会に代表を送つてい る大多数の国,と くに南アメリカの

グループは,1953年 の延期決議 を支持 した。大陸棚の問題をめ ぐつて,こ こに

二つの立場の対立がみ られた。一方は広大な大陸棚 に恵まれている大国側のそ

れで,委 員会案は既に大陸棚に対す る彼等の主張を原則的に認めているもので

あつた,従 つてそれが速かに討議に付 され,彼 等の事実上の地位が確乎たるも

の となることを希望す る立場。他方は他の諸国,特 に南 アメリカ諸国のそれで,

この問題が公けに討議 されることよ りも,む しろ大陸棚に恵まれていない こと

の代償 としての彼等の主張が,そ のままの形で安定 きれ ることを願 う現状維持



'

大陸槻に関する国際法委員会最終報告(桑 原)-27一

の立場。 この対立は国際法委員会の最終報告の提出を第十一総会 とし,そ れま

で委員会に研究に必要な時間を与 孝ること・委員会の最終報告を第十一総会の

仮 日程 に記入することで両者が妥協 した。 しか しこの総会の決定には,果 して

国際法委員会に問題研究のための必要な時間が与えられたか,ま た諸国政府に

対 して委員会草案を検討 し意見を提出す るに必要な猶予が与 えられ ているかと

い う疑問が残る。委員長 サン ドス トローム及び委員会書記哀立良はその点を総

会に対 して指摘することを怠 らなかつた。委員会が第八会期において大陸棚を

含めた海法に関す る諸問題の最終報告の作成を要求 きれ るに至つたのは以上の

よ うな経緯によるものである。

第八会期における大陸棚問題の再検討は,大 陸棚の限界(定 義)に 関す る点

(第67条)を 除いては,1953年 案に大 きな変更 をもたらさなかつた。

大陸棚に対す る委員会の基本的立場は,大 陸棚に対 しては沿岸国が主権的権

利を行使す るとい うこと,た だ しこの権利の行使は大陸棚の天然資源の調査及

び開発 とい う目的にだけ限られるとい うこと,し かし上部水域及 び上空に対し

ては沿岸国のいかなる権利の要求をも認めないとい うことで ある。

海底地域の天然資源の開発は,沿 岸国にではな く国際的な機関に委ね らるべ

きであるとい う一部の主張に対 しては,委 員会は次の二つの点をあげて反対 し

てい る。すなわち現状においてはそのよ うな国際管理は実際的に極 めて困難で

あろ うとい うこと,そ して人類の必要を充すにたる天然資源の敷果的な開発を

確保 しえないだろ うとい うこと。 ・

また大陸棚の開発 とそれによつて生ずるか もしれない 上部水域の航行の自由

の侵害の問題に関しては,委 員会は次のよ うな意見である。 すなわち沿岸国の

管理 と管轄の権利の行使を含む大陸棚の海床及び下層土の踏査 と開発は・ とく

に航行に関して海洋の自由に影響を与 えるか もしれないが,し か しだか らとい

つてそれが全人類の利益の発展を妨げるための充分な理由とはな りえない。 し

かし海洋の自由は国際社会にとつて最 も重要なものである。従つて全人類の利

益の発展が海洋の自由た対 して もた らす障害は,ど うして も避け られない程度

の最少限にとどめるべ きであつて,そ れを保障す るための必要な措置が とられ

ねばならない。 このよ うな措置が とられ るな らば,大 陸棚の海床及び下層土の
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開発の必要 と,海 それ自身が航行及 び漁業のためにすべての国民に開放 されて

お らねばな らないとい う要求 とを調和させ ることが出来 る。

以上のよ うな立場 と考察にもとついて委員会は大陸棚に関して七 ヵ条の条文

を採決 し・ この問題に関す る最終報告を作成 した。

2

第八会期において採択された大陸棚に関す る諸条は次の如 きものである。

第3節 大 陸 棚

第67条 ここにおいて 「大陸棚」 とい う言葉は,海 岸 に隣接しているが

しかし領海区域の外にある海底地域の海床及び下層土で200メ ー トル(凡 そ

100尋)の 深 さまでの もの,あ るいはその限界以上で も上部水域の深 さがそ

の海底地域の天然資源の開発 をゆ るすところのものに関 して使用 される。

第68条 沿岸国は大陸棚に対 し,そ の天然資源を調査 し開発する目的の

ため主権的権利を行使す る。

第69条 大陸棚に対する沿岸国の権利は,公 海 としての上部水域の法的

地位または同水域の上空の法的地位 に影響を及ぼす ものではない。

第70条 沿岸国は大陸棚の調査及びその天然資源の開発のため合理的な

措置を とる権利を有す るが,そ れにもとついて大陸棚上における海底電線の

敷設または維持を妨げ ることはで きない。

第71条1.大 陸棚の調査及びその天然資源の開発は,航 行,漁 業また

は海の生物資源の保存についていかなる不当な妨害 も及ぼしてはな らない。

2.本 条の第一項及び第五項の規定を条件 として,沿 岸国は大陸棚の調査及

びその天然資源の開発に必要な設備を大陸棚上に設置し,か つ維持する権利

を有 し,ま たそのよ うな設備の周囲に適当な距離の安全区域 を設け,そ の区
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域内において設備保護に必要な措置を とる権利を有す る。

3.そ のような設備は沿岸国の管轄下におかれ るが,島 の地位 を有するもの
尾

ではない。 これらの設備は自身の領海を もたず,ま たその存在は沿岸国の領

海の境界劃定に影響 しない。

4・ 設置きれたいかなる設備についても当然の告知が与えられねばならない

し・またその存在の警告を与えるための永久 的措置が維持されねばならない。

5・ 設備それ自身に限らず設備の周囲の安全区域 も,狭 い水道のなかにおい

ては,あ るいは国際航行に とつて欠 くべか らざる承認された水路において障

害 となるか もしれないところにおいては設置 しえない。

第72条1.同 一の大陸棚が,沿 岸が互 に向い合つている二国あるいは

それ以上の国の領土に隣接してい るところでは,そ れぞれの国に属す る大陸

棚の境界は,そ れ らの国の間の協定によつて決め らるべ きである。協定のな

い場合で,か つ特殊な事情によつて他の境界線が正当 と認め られ るのでなけ

れば,境 界は中央線すなわちその線上のあ らゆる点がそれぞれの国の領海の

広 さを測定するときの基算線か ら等距離にある線である。

2.同 一一の大陸棚が隣接している二国の領土に接してい るところでは,大 陸

棚 の境界は二国間の協定によつて決め らるべ きである。協定のない場合で,

かつ特殊な事情によつて他の境界線が正当と認め られるのでなければ,境 界

は二国それぞれの領海の幅を測定す るときの基算線か らの等距離原則の適用

によつて決め らるべ きである。

第73条67条 か ら72条 までの解釈または適用に関する国家間のいかなる

紛争 も,他 の平和的解決の方法について意見の一致をみない場合には,い ず

れかの当事国の請求 によつて国際司法裁判所に付託 さるべ きである。

3

次に大陸棚に関す る諸条 と同時に採択された各 条 に付 され た註釈によ りつ

つ・各条の意味を検討してみよ う。
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第67條 に つ い て

まつ大陸棚の定義については,1951年 案,1953年 案,最 終案 と三転 して い

・ る。1951年 案では次のよ うになつている(「 大陸棚及び関連 問題に関す る条文

案」第一条)。

ここで使用され る 「大陸棚」とい う言葉は,海 岸に接続してお り,か つ領

海区域の外にある海底地域 の海床及び下層土であつて,そ の上にある水の深

きが海床及び下層土の天然資源の開発を可能にするものをい う。

すなわち大陸棚の限界決定 に 「開発可能」 とい う基準を採用してい る。1953

年案ではそれが次のよ うに書 きかえ られた(「 公海の制度」 第二節 大陸棚

第一条)。

ここにおいて 「大陸棚」とい う言葉は,海 岸に接続 してお り,か つ領海区

域 の外にある海底地域の海床及び下層土であつて,200メ ー トルの深 さまで

のものをい う。

ここでは地質学的基準が採用 されている。1953年 案を再検討した第八会期に

おいては,こ の地質学的基準による定義に,さ らに1951年 案の開発可能の基準

を附加した。 つまり最終案は1951年 案と1953年 案との抱 き合わせの形 をとつて

いる。 この三転の経過をふ りかえつてみよ う。

大 陸棚 とい う言葉は もともと地質学上の用語である。 しかし委員会は最初

,か ら大陸棚の法律上の定義に地質学的概念を採用することをしなかつた。 その

理由は第一に大陸棚の地質学的概念その ものが不明瞭であるか らで あり,第 二

に地質学的概念では海の深 さか らいつて,大 陸棚のある場合 と同じように下層

土の開発 を可能にす るような海底地域に対 して疑問が生 じ,そ こに差別的な制

度を適用す ることは正当ではないと考えたか らである。 この第二の理由か らい

わゆる大陸棚の法律上の定義におけ る限界決定に「開発可能」とい う基準が考 え

られる。 大陸棚 の用語のみの借用であつて,地 質学的概念か らは無縁であるた

め,開 発が可能でない海底地域はた とえ地質学的意味の大陸棚であつて も,い

わゆる 「大陸棚」か らは除外され,ま た大陸に限 らず島に接続す る海底地域 も

それが開発可能ならば 「大陸棚」である。
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しか し委 員会 は大陸棚の限界決定にもう一つの基準 すなわち水深200メ ー

トルの限界を考 えた。 これは一般的に地質学的意味の大陸棚が終了し,そ こか

ら深海部へおちこむ ところの深 さである。 その意味で水深200メ ー トルの限界

を地質学的基準とよんで もよいであろ う。 しかしこの場合 も200メ ー トル とい

う数字的限界の借用のみであつて,従 つて この基準が採用 された場合(1953年

案)で も,水 深200メ ー トルまでの海底地域はすべて 「大陸棚」であり,そ れ

が地質学的意味の大陸棚であるか否かを問わない。

委員会は大陸棚討議 の最初か ら大陸棚の定義における限界決定に,こ の二つ

の基準すなわち開発可能の基準 と地質学的基準 とを考慮 した。 まず1951年 案に

おいて開発可能の基準が採用 された。 その理由として地質学 的基準 す な わ ち

200メ ー トルの限界のi採用の不安定性が指摘 された。すなわち近い将来におい

て技術の発達は200メ ー トル以上の深さの海床及び下層土の資源を開発す るこ

とを可能にす るか もしれないし,ま た200メ ー トル以上の深 さの海床及び下層

土の開発が,200メ ー トル以下の隣接地域に設け られる施設に よつて可能な場

合 もあるか もしれない。従つて現在では200メ ー トルの限界がすべての実際的

必要に対 して充分なものであろ うが,200メ ー トルの基準の採用は上のよ うな

意味か ら安定 したものではない。 そこで地質学的基準がすて られ,開 発可能の

基準が'とられたのである。

ところが1953年 案では,1951年 案において不安定性をもた らすとい う理由で

斥け られた地質学的基準すなわち200メ ー トルの限界が採用 され,開 発可能の

基準はあつ さり放棄 きれてしまつた。委員会にこの急旋回をもたらした直接の

原因は,こ の間諸国政府によつて提出きれた意見書である。 この意見書に照 ら

してみて,1951年 に暫定的に採択された条文は必要な確定性を欠いてお り,ま

た紛議 をひきお こすかもしれないとい う結論に到達した。 そ こで第三会期にお

ける批判に もかかわらず,200メ ー トルの限界を選ぶ ことに決定 したのは,今

度は次のような考 え方をし,ま た見方をとつたか らだと委員会はい う。すなわ

ち200メ ー トル の 限界 は現在においても,ま た来 るべ き永い将来において も

す べての実際的な目的に対 して充分な ものであろ うし,ま た一定 の限界の採用

は とくに隣接国間の,あ るいは向い合つている国の間の大陸棚の境界を決 める
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場合に著 しい利益があるだろ うし,国 によつていろいろな限界を採用すること

は・領海の幅員に関す る紛争と同じ種類の困難をひきおこすか もしれない。将

来における技術 の進歩を予想 した場合の200メ ー トル限界の採用の不 安定性に

ついては,200メ ■一…トル以上の開発が可能になるか もしれないが,そ のときは

修正 されればいいのであつて,少 くともその間だけでも適当な限界をもつこと

は非常な利益があると委員会は考え直 した。従つて1953年 案における地質学的

基準の採用は,そ れ故に1951年 案において採用 されなかつた この基準採用の不

安定性の否定の結果では決 してなかつたのである。

次のようにい うことがで きるだろ う。すなわち1951年 案においては,地 質学

的基準の欠点が強調 されて,開 発可能の基準が採用 されたが,1953年 案におい

ては諸国政府の意見書 に再考慮を促 され,今 度は開発可能の基準の欠点を指摘

し,地 質学的基準の もつ長所 を強調す ることによつて これを採用し,結 局若干

の国の意見書の圧力に押 された。J

しかし委員会はいずれをも決定的なものとみ ることがで きず,従 うて最終案

において新 しい別の契機が与えられることによつて,再 び開発可能の基準が,

しか も最初 とは異る性質 を帯びて蘇生す ることになるのである。

、1953年 案を再検討 して決定 きれた第八会期の最終案は,上 記の如 く1953年 案

の地質学的基準に1951年 案の開発可能の基準の附加 とい う形 を とつた。1953年

案のこの修正は,1956年3月 ドミニカ共和国の トル ヒヨ(CiudatTrujillo)で

開催 された 「天然資源の保存 ・大陸棚及び大洋水域」についての米州専門会議

が,沿 岸国の権利は200メ ー トルの限界を越えて 「そ こにおいて上部水 域の深 さ

が海床及び下層土の天然資源の開発を許す ところにまで」拡張 されるべ きであ

るとい う結論に到達した ことを委員会が注 目した結果である。 この米州専門会

議 の結論 と同様な主張が,若 『二の委員によつて行はれ,1953年 案の変更が提案

された。地質学的基準の採用による200メ ー トルの限界が,現 在の実際的必要

に一致 していないとい うのではな く,一 方にこの限界を維持 しつつ,他 方 この

基準のみの採用の結果 として生ず る200メ ー トル以上の大陸棚の開 発の禁止を

非 とし,た とえそれが将来のことに属す るとはいへ,200メ ■・・…トル以上の深 さ

の海床または下層土の開発が,技 術的に可能 となつたならば,た だちにこの限
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界を超える権利が認められ るよ うに修正 さるべ きであると唱えられた。 そのた

め1953年 案に,「 あるいはその限界以上で も上部水域の深 きがその海底地域 の

天然資源の開発をゆるすところ」 とい う言葉が附け加 え らるべ きであると提案

された。 この附加の無益 と危険性を唱える若干の委員の反論にもかかわ らず,

委員会の多数はこの附加に賛成し決定した。つま り委員会の注目した米州専門

会議の結論を,委 員会の結論 としたのである。

最終案は地質学的基準の採用による定義の不安定性一一一一それ故に1951年 案に

おいて この基準が斥けられ,こ の基準を採用 した1953年 案においてもそれを否

定 しえなかつた一 一一を,1951年 案における開発可能の基準の附加によつて解消

しよ うとしたかにみえる。 しかしこの附加について,そ れによつて1953年 案に

おける一定の数字的基準の採用による限界の確定性が損われる とい うこと以外

に,次 の ことを指摘す る必要が あろ う。すなわち開発可能の基準が単独に採用

された場合 と,そ れが地質学的基準への附加 とい う形で採用 された場合とでは,

その意味が若干異つて くるとい うことである。開発可能の基準は,1951年 案に

おける如 くそれが単独で採用される場合には,委 員会がその点に注目したよう

に,将 来の技術的発達にも対応す ることがで き,従 つて定義の安定性が得 られ

るとい う面 ももつているが,そ れと同時にまた現在の開発可能の有無によつて

大陸棚を限界づけようとす る現実主義的な面のあることも否定することはでき

ない。 しかし開発可能の基準が,200メ ー トル限界の地質学的基準への附加 と

い う形で採用 され る場合には,少 くともこの基準の もつ現実主義的な面は失わ

れ ることになる。何故な ら200メ ー トル限界は現在の可能性をはるかに越えて

い るものだか らである。従つて最終案は,1953年 案への1951年 案の附加 とい う

形を とりなが らも,そ こにおける開発可能の基準のもつ意味は,1951年 案のそ

れとは若干異 るもので あるとい うことができる。将来の技術的発達が200メ ー

トルの限界を越したな らば,再 び開発可能の基準のもつ現実主義的な面が生 き

て くるともいえるが(そ うなつたか らといつて,最 終報告における定義が,19

51年 案の定義 と同じの意味をもつ ことにはならない。何故な ら1951年 案はまた

開発が技術的に可能でない地域は大陸棚か ら除外 しよ うとい うプ ラグマティック

な性格をもつ ものであり,開 発を技術的に不可能にす る条件は,水 深以外にも
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老えられ るか ら,200メt・ …トル以下の海底地域においても 「大陸棚」でない部

分が依然 として残 ると考 えられる),も しそ うなったな らば再び限界の確定性

の名のもとに,新 しい 「200メ ー トル限界」が要求 きれることになるだろ う。

それは遠い将来の ことに属す るとい うな らば,委 員会 もまたこの遠い将来のこ

とを考えて,定 義の安定性の名のもとに最 終 案 に お いて修正を加 えたのであ

る。最終案における大陸棚の定義が,決 して前二案のそれに優 るとは考 えられ

ない。

委員会のい う 「大陸棚」は,最 初か らこの語の地質学的概念とは異 るとい う

ことについては前に述べた。最終案の定義における 「大陸棚」 もやは り同様で

あつて,委 員会は地質学的概念か ら或程度まで逸脱 していると述べているが,

む しろ地質学か らは 「大陸棚」とい う名称 と200メ ー トル とい う数字だけを借

用 したのであつて,委 員会の 「大陸棚」は地質学的意味の大陸棚に こだわる必

要のない全 く別個の概念であると見た方が簡単である。最終案の定義における

「大陸棚」には,確 かに水深200メ ー トル以内の地質学的意味の大陸棚 のすべ

てが含 まれるだろ う。 しかしそれ と同時に地質学的意味の大陸棚に該当しない

水深200メ ー トル以内のすべての海底地域一 大陸に接続するもので あろ うと,

島に接続するものであろ うと一一一一の海床及び下層土 も含まれ る。水深200メ ー

トル以上の地質学的意味 の大陸棚は,開 発不可能ならば委員会の「大陸棚」には

含 まれない。 しかし水深200メ ー トル以上の海底地域で開発が可能ならば,地

質学的意味の大陸棚で あろうとなかろ うと,委 員会の 「大陸棚」に含まれ る。

このよ うな意味で委員会が 「海底地域」 とい う用語より,「 大陸棚」の用語を

選んだか らといつて,決 して この語の地質学的概念に とらわれる必要はない。

委員会の定義における 「大陸棚」はそれとは全 く別個の概念である。

第68條 に つ い て

1951年 案 にお いて は次 の よ うに なつて い る(第2条)。

大 陸棚 は,そ れ を調 査 し,ま たそ の天然 資 源 を開 発 す る目的のため,沿 岸

国 に よ る管理 及 び管 轄 権 の行 使 を受 け る。

1953年 案 にお いて は,そ れ が 次 の よ うに改 め られ た(第2条)。
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沿 岸 国 は大 陸棚 に対 し,そ の 天然 資 源 を調 査 し開発 す る 目的 のた め主権的

権 利 を行 使す る。

最 終案 は この1953年 案 をそ の まま 踏襲 した。-

1951年 案 と1953年 案及 び最 終 案 との相 違 は,沿 岸 国 によ る 「管 理 と管 轄 」 の

行 使 が,「 主 権 的 権 利 」(sovereignrights,droitssouverains)の 行 使 に改 め

られ た こ とで あ る。

いず れに して も,大 陸 棚 に対 す る権 利 行使 の主 体 が 「沿岸国」 で ある とい う

ことについては,委 員 会 の終 始 一 貫 した立場 で あ る。 委員 会が,大 陸 棚 に対 す

る権 利 の行 使 を沿 岸 国 に認め るのは,決 して 諸 国 の最 近 の慣 行 に基礎 をおいて

い るので はな く,そ れ は次 の よ うな理 由,ま た は実 際 的 考 慮 に よ る も の で あ

る。す なわち大 陸棚が最初 の先 占者 によつて占有 され うる無主 物 とみ なされ る
る

ことは不都合で あつて,そ れに沿岸国が反対す るのは自然なことであり,大 陸

棚の天然資源の敷果的な開発は,多 くの場合沿岸国の領土上にある設備に依存

しなければな らないもめであり,ま た大陸棚 とそれに接続す る陸地 との間の関

係 について,近 接,接 続,地 理的連続,従 属物,同 一性 といつたよ うな如何なる

用語が使われようと,そ の地理的現象を無視す ることはで きない。

従つて大陸棚の天然資源の開発を国際機関に委ね,大 陸棚の国際化 をはか る

とい う考えを委員会は とらなかつた。 それは現状においては,そ のような国際

化 は打ち勝ち難い実際上の困難にあうであろ うし・人類の必票に合致す る欠 く

べか らぎる天然資源の敷果的な開発を確保 しえないであろ うし,ま た大陸棚は'

世界 の多くの部分に存 し開発は極めて異つた条件で企てられ ねば な らな いか

ら,現 在において開発を国際機関に委ねることは実際的ではない とい うのがそ

の理由である。

しかし委員会は,次 のような種類 の国際機関の設立の可能 性 を斥 け なかつ

た。すなわち一般的利益のため大陸棚の最 も有敷な利用を促進す ることを目的

とす る科学的研究 と援助のための国際機関。

以上の如 く大陸棚に対 して権利を有す るのは沿岸国で あるが,次 にその権利

の性質は如何。

まず沿岸国は,大 陸棚を調査 し,ま たその天然資源を開発 す る 目的の た め
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(あ るいは,大 陸棚の天然資源を調査し,ま た開発す る目的のため),大 陸棚に

対 して権利を行使す る。つま り大陸棚に対す る沿岸の権利行使の目的は,い ず

れ も大陸棚の天然資源の調査及び開発であつて,1951年 案 も1953年 案 も,ま た

最終案 も同様である(両 案の表現に若平の差異があるが,意 味 は 同 じ)。 従つ

て沿岸国は,こ の 目的以外の権利を行使しえない。次にこの目的で行使される

沿岸国の権利の性質は,1951年 案においては 「管理及び管轄権」であり,1953

年案及び最終案では 「主権的権利」である。1953年 案におけるこの変更は,や

は りこの間に提出され舵 諸国政府の圧力,委 員会をして政治的現実を直接に,

または間接に認めさせようとした圧力によるものであろ う。 そしてそのよ うに

変更することによつて,委 員会は大陸棚に対す る主権の反対者に対 しても,ま

た賛成者に対 して も満足を与えよ うとはかつたもの と思われる。 しか し依然 と
壽

して制限的である。つまり大陸棚に対する沿岸国の権利は,大 陸棚の天然資源

の調査及び開発とい う目的のための権利(主 権的権利)で あつて,「 主権」で

はない。主権 とは,委 員会によれば国家がその領土及び領海に対 して行使 して

いるよ うな総括的な権限なのであつて,従 つて大陸棚の天然資源の調査 とか開

発 とかいつた特定の目的のためにのみ行使される権利を 「主権」 とよぶ ことは

で きないわけである。 そのよ うな意味で 「主権的権利」の語に改め られたとは

い え,依 然 として制限的なのである。委員会が大陸棚に対す る沿岸国の主権を

認めなかつたのは,大 陸棚の上部水域 とその上空の完全な 自由の原 則 の保持

を,決 定的重要性あるもの と考 え,従 つてそれ と相容れぬ解釈に役立つ よ うな

言葉を避けよ うとしたか らで ある。

1953年 案において改め られ,そ れがそのまま最終案に維持 された大陸棚に対

す る沿岸国の 「主権的権利」 とは次の如 きものである。すなわち大陸棚の天然

資源の調査及び開発 とい う目的に必要な,ま たそれに関連す るすべての権利。
'

従つてそれらの権利の中には,法 違反の防止及び処罰に関す る裁判管轄権 も含

まれる。 また沿岸国が,た とえ大陸棚を開発しない場合で も,他 国がそれをな

しうるのは沿岸国の同意を得た場合に限るとい う意味で,沿 岸国の権利は排他,

的である。

い うまで もなく,委 員会 としては このよ うに大陸棚に対す る主権的権利を沿
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岸 国に認 めることは,国 際社会の現在の必要に一致しているのであつて,決 し

て海洋 自由の原則と矛盾 しないと考えてい る。

沿岸国がその権利を行使す る場合,外 国の国民の既得権 を尊重しなければな

らない こと,す なわち外国民の既得権との衝突があつた場合には,天 然資源の

調査及 び開発の要求によりやむをえず生 じた場合で も,外 国人の権利の尊重に

関す る国際法規に従 うとい う点,及 び大陸棚の 「天然資源」の中には定着漁場

の産物,特 に海床に永久的に附着 している天然資源は含まれるが,底 魚及び海

中 に生活 しているが時にその棲息地 を海底にもつか,あ るいは海底で繁殖す る 、

ところの他の魚にも,ま た海床上に横たわ り,あ るいは砂に被われた りしてい

る難破船及び積荷(金 銀塊を含む)に 対 して も,沿 岸国の権利は及ばないとい

う点については変 らない。

1951年 案(第3条,第4条)の 「管理及び管轄権」が,1953年 案(第3条,

第4条)に おいて当然 「主権的権利」 とな り(但 し,条 文は単に沿岸国の 「権

利」),表 現が若干改め られた ほかは同主旨であり,ま た最終案においては一ヵ

条にまとめ られた以外,1953年 案と変 らない。

委員会は,前 にも述べた如 く海及びその上空の自由の原則は最 も重要な原則

で あるとの考えに立ち,大 陸棚に関する諸条 もこの至上原則のみに従い,ま た

その軌道内にのみある大陸棚の制度を規定す るもの として企て られたものであ

ることを強調す る。

従つて本条によつて,大 陸棚 に対す る沿岸国の主権的権利に もかかわらず,

海 の自由の尊重が確保 され る旨を うたつたのである。大陸棚に対す る沿岸国の

主権的権利は,単 に大陸棚 の海床及び下層土にのみ及び うるのであつて,上 部

水域に1ま及ばない。 公海の部分で あり・依然としてそれに とどまつている上部

水域に対 しては,い かなる管轄権 も,あ るいは排他的権利 も与 えられない。上

空に対 して も同様である。すなわち大陸棚 に対す る沿岸国の権利は,公 海とし

ての上部水域の法的地位,ま たはその上空の法的地位に㍉ 何等影 響 を与 えな

い。 この原則に対す る変更や例外は,条 文上明白に規定 されているもの以外は
ψ

許 されない。

第70條 に つ い て
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1951年 案(第5条)と1953年 案(第5条)及 び最 終 案 とは,沿 岸 国 の権 利 の

性 質 が 異 り・ ま たそれぞれ若干 の表現 の相遅が あ るが ・三 案 と も同 趣 旨 で あ

る。海底電線敷設の自由 も,海 洋 自由の原則の一内容をなす もの と考 え られ

る。従つて本条によつて沿岸国は大陸棚の海床上における海底電線の敷設を許

す ことを要求 される。但 し沿岸国は,海 床及び下層土 の天然資源の開発 との不

当な衝突を避けるために,電 線が辿 らるべ き線に関す る条件を課 しうることが

認め られる。

委員会は同様な規則が送油管に も適用 さるべ きか どうかを考慮 し,原 則的に

は送油管に も適用さるべ きであると考へた。 しかし問題は次のよ うな事実によ

つて複雑 となる。すなわち送油管の場合には・しばしば若干の地点にポンプ場・

(pumpingstatiOn)を 設 け る ことが 必 要 とな るだ ろ う。それ は電線 よ りも開発

の妨 げとな るか もしれない し,沿 岸 国 に とつ て は よ り多 く不 自由 を感 ず るか も

しれない。 いず れにして もこの問題 は,ま だ 実 際 的重 要性 をまだ もつ に至 らな

いよ うなので,委 員 会 は本 条 に お い て送油 管 につ いて 言及 しな か つ たので あ

る。

第71條 に つ い て

1951年 案(第6条)に おいて,ほ ぼ同趣旨の規定が設けられ,1953年 案(第

6条)で それが補正 され,こ の1953年 案が二三の語句の修正を受けてその ま ま

最終案に継承 された。

大陸棚に対 し沿岸国の主権的権利を認めるとして も,大 陸棚の上部水域及 び

その上空の法的地位は不変であるとの基本原則 を一般的に宣言してい るのが第

69条 であつて,第71条 はその基本原則を海洋 自由の主要な内容をなす 航行の自

由と漁業の自由に適用した場合の規定である。

まず第1項 において,大 陸棚の調査及 びその天然資源の開発が,航 行,漁 業

または海の生物資源の保存に対 玩て不当な妨害を及ぼす ことがあ つてはならな

い旨を規定してい る。 ここで 注意 しなけ れ ばな らないの は,「 不 当 な」○

(un.iustifiable)妨 害だけが禁止 されているのであつて,妨 害一般が 禁止 されて

いるのではない とい う点である。 ここに伝統的国際法との矛盾がある。委員会
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は,沿 岸国に対 し大陸棚の天然資源の調査及 び開発のための主 権的権利を基調

とする大陸棚の制度を,現 在の国際社会の必要に一致 しているものと考 える。

そして もしもこの調査及 び開発が,上 部水域の航行及 び漁業に対 し,い かなる

種類の妨害 をも及ぼしてはならない ものであると規定きれるな らば,現 在の国

際社会の必要に応 えるものとして委員会が企図す る大陸棚の制度その ものが,

おそ らく有名無実の もの と化 してしま うか もしれない と委員会は考えた。 そ と

で委員会は国際法の暫進的発達の見地か ら,国 際社会の新 しい必要及 び利益を

勘考 して,伝 統的法原則への変更をはかつたのであ る。その変更の程度は,新

しい必要及び利益の もつ相対的重要性によつて決定さるべ きで あり,委 員会に

おけるその評価の結果が,第71条 第1項 の規定となつだのである。

従つて この規定は,伝 統的国際法への変更であると同時に,第69条 の基本原

則に対す る例外で もある。

第一項の結果次のことがい深る。すなわち航行及び漁業に対す る妨害は,た

とえそれが実質的な ものであるとして も,或 る場合には正当 ときれる。一また他

方 た とえ些細な妨害であつて も,も しそれが大陸棚の調査及び開発の合理的な

要求 と無関係の ものであるな らば,不 当とされるたろ う。

沿岸国の とる措置が正当であるか不当であるか の判断を最初に下すのは沿岸

国自身である。 そして もしもそれについて紛争がお きた場合には,事 件は諸条

の解 釈及び適用に関するすべての紛争の解決について規定している第73条 に基

づいて決定されねばならない。

なお海の生物資源の保存に関しては,下 層土の開発,石 油鉱脈探査のための

地震調査及 び送油管が らの漏洩によつて生ずる損害を予防す るため可能なあら

ゆる手段が とらるべ きである。

次に第2項 か ら第5項 までは,大 陸棚の調査及 び開発に必要な設備について・

また設備の周囲の安全区域及び設備保護に必要な措置についての規定である。

・ これ らの規定は第1項 の不当妨害禁止の規定に従 う。 安全区域の広 さについて

は指定しなかつたが,委 員会は半経500メ ー トルで充分だと考えている。
　

設備が設けられたζとについて,諸 国政府に対 してだけでな く航行及 び漁業

に関心を有す る諸団体に対 して も,す べての利害関係者に対して,そ の設備が海
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図に記入きれるため通告きるべ きである。 またいかなる場合で も,設 備は警告

装置(燈 火,可 聴信号器,レ ーダー,ブ イ等)を 備えていなければな らない。

設備の設置計画については,原 則として前以つて明 らかにする義務はない。

しかし仮に設け られた設備が多分に航行を妨害す るおそれのあるよ うな場合に

は,当 然なさるべ き警告手段がとられなければならない。また設備が廃棄 され

た り,不 用 となつた場合には,設 備は完全に撤去されねばな らない。

設備の一般的地位に関 しては,第3項 において明白に規定 きれている。 設備

は島の地位 を有す るものではな く,沿 岸国は設備のために固有の領海を要求 し

た り,沿 岸国の領海劃定に設備の存在を関連せ しめた りす る権利はない。特に

領 海基算線 を劃定す る目的のために,設 備の存在を考慮に入れることはで きな

い。 しかし一方 において,設 備その ものは,秩 序維持及び沿岸国裁判所の民事

及 び刑事管轄のために,沿 岸国の管轄下におかれる。

委員会は,あ る海域においては航行妨害のいかな る権利を もはつきりと排除

す ることが望ましいと考 え,そ の 海 域 として 第5項 に,狭 い水 道(narrow

c}rannelS)ま たは国際航行に とつて欠 くべか らぎる承認された水路をあげて い

る。言葉の通常の意味の海峡(straits)も それに含 まれると理 解 される。 これ

らの海域の国際航行の目的のための重要性 を考 えるならば,た とえ設備や完全

区域の設置維持が大陸棚の調査及び開発にとつて必要であるとして も,そ れら

は排除さるべ きであると思われる。

第72條 に つ い て

1951年 案(第7条)に おいては,大 陸棚の境界劃定についての一般規則の提案 ・

はなされておらず,そ のよ うな一般規則を定めることは容易ではな く,ま たお 嚇

そ らく困難がおこるだろ うと述べて,む しろこの問題について何 もいいえない

とい うことを強調 していた。 境界は当事国間の協定によつて決め らるべ きで,

協定不成立の場合には伸裁裁判によつて決め らるべ きであると提案するにとど.

まつた。 ただ向い合つている国の間の大陸棚の境界については,申 央線の採用
の

を推薦 していた。

1953年 案(第7条)に お い て は,大 陸 棚 の境 界劃 定 の一 般 規 則 として,し か
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も隣接 している国の場合に も,海 岸が向い合つている国の場合に も,と もに適

用 し うる等距離の原則(principleofequidistance,principede1'equidistance)

に基づ く一般規則の採用を提案した。 この提案の根拠 となつた ものは,領 海の

境界劃定についての専門家小委員会の報告書である。等距離原則は,海 岸が向

い合つている国の場合には,1951年 案において推薦 きれたと同様,中 央線 とな

る。1953年 案が1951年 案と異 るもう一つの点は,1953年 案においては,境 界劃

定 に関す る紛争を決定的にかつ合理的に解決す るための衡平 と善に基づ く仲裁

裁判を用意することが必要であると考えず,そ れを仲裁手続の共通規定(第8

条)に 移付す るにとどまつたとい う点である。

最終案は,若 干の語句及び表現の変更を除いては,1953年 案と同様で ある。

大陸棚の境界劃定のための原則は,委 員会が領海の境界劃定のために採用 した

原則 と同じである。領海の境界の場合と同様,大 陸棚の境界の場合 も,海 岸の

例外的な地形 とか島または可航水路の存在等によつて,特 殊な事情が他の境界

線 を正当化する場合には,こ の線に当然変更がなさるべ きもの としている。採

用 された規定がかな り弾力性のあるものであるか ら,こ うい う場合はしばしば

お こる可能性がある。

大陸棚が二隣接国に接続 している場合の大陸棚の境界劃定について も,本 条
り

の規定における弾力性の要素を認めなが ら,し か し一般規則としては両国間の

領海の境界劃定に関すると同じ原則に従つて行わるべ きであるとい うのが委員

会の意見であつた。(領 海の境界劃定については最終案第12条 及 び 第14条 参

照)。

大陸棚の境界線を大縮尺海図に記入 してお くことは無益なことではないだろ

う。 しかしそれは領海の境界線 を記入す るとい うことに較べて,海 図使用者に

とつてはそれほど重要な ことではないと委員会は考えたので,そ れについては

いかな る義務を も課することをさしひかえでいる。

第73條 に つ い て

1951年 案においては,本 条に該当するような条項はなかつた。

1953年 案(第8条)に おいては,大 陸棚に関する諸条の解釈または適用につ
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いて生ず る国家間のいかなる紛争 も,い つれかの当事国の請求に基づいて仲裁

裁判に付せ らるべ きであるとの一般仲裁裁判条項が含まれていた。

最終案においては,こ の1953年 案が改正 されて,紛 争は当事国間で同意 した

方法によ り,当 事国によつて解決 さるべ きであると規定 され,も し解決方法に

ついて一致をみない場合には各当事国は紛争を国際司法裁判所に付託す る権利

を もつ とされた。

大陸棚に関す る諸条は,公 海の制度に関す る国際法の諸原則を,大 陸棚に対

す る沿岸国の権利の承認 と調和 させ るための試みの結果である。 これら諸条の

解釈及び適用にあたつて,し ばしば主観的な評価 に頼ることが必要 となつて く

る。例 えば第71条1項(第 八会期委員会報告案 大陸棚第45条1項)に 使用 き
　

れている用語について,大 陸棚を調査 し開発す るため沿岸国によつてとられる

措置が.航 行または漁業に対す る 「不当な」妨害となるか どうか ・同条2項 に

おいて規定されている如 く,沿 岸国により設け られる安全区域が設備の周囲に

おいて 「適当な」距離を越えないか どうか ・5項 の用語について,「 水路」は

「承認 され」ているか どうか,ま た 「国際航行に欠 くべか らぎる」 ものである

か どうか ・沿岸国が海底電線または送油管の敷設 を妨げている場合に,沿 岸国

は真に第70条(同 上報告案第44条)の 精神の申において行動 して い るか ど う
　

か。 これ らの点について当事国間に評価の不一致を生ぜ しめる可能性がある。

もし法が尊重 きれず,ま た公平に法に従つて行動 されないな らば,大 陸棚の新

しい制度は海洋 自由のよ り高度の原則を危険にお としいれるか もしれない。従

つて大陸棚の調査及 び開発に関 して意見が一致 しなかつたな らば,当 事国はこ

の問題 について生ず るいかな る紛争 をも公平な権威 に委ね ることが要求 さるべ

きであろ う。以上のよ うな理由か ら問題の条項は挿入されたのである。

当事国は自ら欲す る紛争の解決方法を決定 しなければな らない。 当事国が解

決方法について一致 に到達 し得ない場合には,両 当事国は国際司法裁判所に事

件を付託す ることがで きる。 ・

4

委員会は,国 際法委員会規程第23条1項(d)に 従つて,国 連 総 会に対 し.
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総会が海法一 大陸棚はその一部である を検討 し∫その成果を一つまたは

それ以上の国際条約或いはそれに匹敵す る他の文書の中に具体化するため,全

権委員による国際会議 を召集す ることを勧告 してい る。 そ してその会議におい

る

ては問題の単に法律的な面だけではなく,技 術的,生 物学的,経 済的及 び政治

的な面 も考慮 きるべ きで あるといつている。

委員会の意見 としては,委 員会報告で とりあげ られている海法の種 々な面を・

この会議が取扱 うべ きであつて,そ れは海法の種 々な部門は結 びついてお り,

相互に密接に関連 してい るものであるか ら,そ の一部分だけを取扱い,他 の部

分に触れないでお くことは極めて困難であるとの委員会の 考 えに基づ い てい

る。 また委員会は1930年 のヘーグ法典 編纂 会議 において,諸 国政府は領海の

幅員について一致をみなかつたために,一 致に到達 しえた他の諸点についての

条約をも締結す ることがで きなかつた過去の事例を考えて,今 度はたとえある

点について,か な りの意見の事実上の相違があつた として も,そ の ことを以つ

て会議 を延期す るための理由とみなすべ きではないと述べて,こ の過去の誤 り

を再びくりかえす ことのないよ う希望 してい る。

以上述べた大陸棚に関す る部分を含 む海法に関する最終報告は,今 年の第十

一国連総会に提出され る。
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第69健について


	ER_7(2-3)_25-43
	img-218184830



